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令和7年 9月 1日 改訂 

 

介護老人福祉施設 緑の郷 契約書 

 

第１条（サービスの目的及び内容） 

１ 事業者は、介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い、可能な限り利用者がその有する能力

に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、居宅における生活への復帰を念頭に置いて、

入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、

機能訓練、健康管理及び療養上の世話等のサービスを提供します。 

２ サービス内容の詳細は、別紙「重要事項説明書」に記載のとおりとします。  

３ 提供するサービスの種類又は内容を変更する場合には、別添の「重要事項説明書一部変更書」に

必要事項を記載し、前回契約書と合わせて契約の更新とします。 

   

第２条（契約の有効期間）                                              

１ この契約の有効期間（利用期間）は、令和  年  月  日から令和  年  月  日まで

の２年間とします。                                

２  利用者又は事業者が有効期間満了の１ヶ月前までに更新を行わない旨の意思表示をしない場合、

本契約は同じ条件で1年間自動更新しそれ以降も同様とします。 

   

第３条（施設サービス計画等）                                             

１  事業者は、利用者の心身の状況及びその意向を踏まえて、「施設サービス計画」を作成し、これ

に従って計画的にサービスを提供します。施設サービス計画を作成した場合には、利用者もしくは

ご家族に説明の上その写しを交付します。                  

２ 事業者は、利用者がサービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合には、速やかに施設サ―

ビス計画の変更等の対応を行います。                 

   

第４条（入院期間中の取り扱い） 

   事業者は、利用者が入所期間中、医療機関に入院した場合であって、入院の日から３ヶ月以内に

施設に復帰することが見込まれるときは、入退院の手続その他必要な便宜を提供するとともに、や

むをえない事情がある場合を除いて、退院後、円滑に再入所できるようにします。 

   

第５条（身体的拘束の禁止） 

１ 事業者は、サービス提供にあたり身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。

 ただし、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合は、この限

 りではありません。 

２ 前項ただし書きの規定に基づき身体的拘束等の行為を行った場合には、事業者は、直ちにその日

時、態様、利用者の心身の状況、緊急やむを得ないと判断した理由、その他必要な事項について、

介護ケース記録書等の書面に記録します。 
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第６条（虐待の防止） 

１ 事業所は、虐待防止のための対策を検討する委員会を年４回の定期的に開催し、その結果につい 

て従業者に周知徹底を図ります。 

２ 事業所は、ご利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、指針を整備し従業者に対し、虐待防止 

を啓発・普及するための研修を実施する等の措置を講じます。 

 

第７条（サービス提供の記録等） 

１  事業者は、サービスを提供した際には、あらかじめ定めた介護ケース記録書等の書面に、提供し

たサービス内容等の必要事項を記入します。 

２  事業者は、一定期間ごとに、前項の介護ケース記録書等の書面その他の書面に目標達成の状況等

を記載して、利用者に説明のうえその写しを交付します。      

３ 事業者は、介護ケース記録書等の書面を作成した後５年間これを保存し、利用者の求めに応じて

閲覧に供し、又は実費負担によりその写しを交付します。           

   

第８条（業務継続計画(BCP)の策定等） 

 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、業務を継続的に実施、再開するための計画を策定

し、必要な研修及び訓練を定期的に開催するなど講じます。 

 

第９条（利用者負担金及びその滞納）                                        

１  サービスに対する利用者負担金は、別紙に記載するとおりとします。ただし、契約期間中、介護

保険法等の法令改正により利用者負担金の改定が必要となった場合には、改定後の金額を適用する

ものとします。この場合には、事業者は法令改正後速やかに利用者に対し改定の施行時期及び改定

後の内容を通知します。 

２ 利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金を２ヶ月以上滞納した場合には、事業

者は１ヶ月以上の期間を定めてその支払を催告し、期間満了までに利用者負担金を支払わないとき

に限り、文書によりこの契約を解除することができます。         

３ 事業者は、前項の催告をした後、契約を解除するまでの間に、利用者本人、家族、市町村等の関

係機関と協議し、利用者の日常生活を維持する見地から、在宅サービスの利用、生活の場の確保等

について必要な調整を行うよう努めるものとします。              

   

第１０条（利用者の解約等）                         

１ 利用者は、少なくとも３日前までに事業者に予告することにより、いつでも、この契約を解約す

ることができます。              

２ 利用者は、事業者が定められたサービスを提供しなかった場合その他この契約に違反した場合に

は、直ちにこの契約を解除することができます。     

   

第１１条（事業者の解除）                                   

  事業所は、利用者又はその関係者の行動が、他の利用者又は事業者（従事する労働者含む）の身

体、精神及び財産に重要な影響を及ぼす（又はそのおそれがある）ハラスメント行為により、この

契約を継続することが困難となった場合は、その理由を記載した文書を交付することにより、この
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契約を解除することができます。この場合には、事業者は、利用者本人、家族、市町村等の関係機

関と協議し、利用者の日常生活を維持する見地から、在宅サービスの利用、生活の場の確保等につ

いて必要な調整を行うよう努めるものとします。 

  ハラスメント行為とは、主に以下の内容が継続する場合となります。 

   （１）身体的な力を使って危害を及ぼす又は及ぼされそうになった行為 

（２）個人の尊厳や人格を言葉や態度や行動により傷つけたり、おとしめたりする行為 

（３）意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

（４）合理的範囲を超える時間的・場所的拘束をする行為 

 

第１２条（契約の終了）                                                      

   利用者が他の介護保険施設等に入所又は入院し、又は要介護認定が受けられなかったこと等によ

り、相当期間以上にわたり、この契約が目的とするサービスの提供が困難となった場合は、この契

約は終了するものとします。この場合には、事業者は、速やかにその旨を利用者に通知するものと

します。 

 

第１３条（事故時の対応等）                                                  

１  事業者は、サービス提供に際して利用者のけがや体調の急変があった場合には、医師や家族への

連絡その他適切な措置を迅速に行います。                                

２ 事業者は、サービス提供にあたって利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、その損

害を賠償します。ただし、事業者の故意又は過失によらないときは、この限りではありません。 

   

第１４条（身元引受人） 

１ 身元引受人は、本契約に基づく利用者の事業者に対する一切の責務につき、利用者と連帯して

その履行の責任を負います。 

２ 身元引受人は、前項の責任のほか、次に定める責任を負います。 

（1）利用者が疾病等により医療機関に入院する場合に、入院申込、費用負担などその入院手続きを

円滑に遂行します。 

（2）本契約が終了した場合に、事業者と協力して利用者の状態に応じた受け入れ先の確保に努めま

す。 

（3）利用者が死亡した場合、遺体及び遺留金品の引受その他の必要な措置をとります。 

３ 利用者は、身元引受人が本契約存続中に死亡もしくは破産した場合には、新たに身元引受

人を立てるように努めます。 

 

第１５条（居室の変更）  

１ 事業者は、利用者の体調の急変、心身状態等が著しく悪化・他利用者との人間関係等の理由に

より、利用者本人、身元引受人との話し合い協議の上、居室を変更することがあります。 

２ 利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により事業者でその可否を

決定します。 
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第１６条（秘密保持及び個人情報対応）                                                

１  事業者は、業務上知り得た情報及び利用者並びにその家族に関する秘密については、利用者又は

第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中及び契約終了後、

第三者に漏らすことはありません。 

２ 事業者は、文書により利用者又はその家族の同意を得た場合には、市町村、協力医療機関等との

連絡調整その他必要な範囲内で、同意した者の個人情報を用いることができるものとします。 

   

第１７条（苦情対応） 

１  利用者は、提供されたサービスに関して苦情がある場合には、事業者、市町村又は国民健康保険

団体連合会に対して、いつでも苦情を申し出ることができます。 

２  事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにし、苦情の申し出又は相談があった

場合には、迅速かつ誠実に対応します。 

３  事業者は、利用者が苦情申し出等を行ったことを理由として何らの不利益な取扱いもいたしませ

ん。 

 

第１８条（契約外の事項等）                                                   

１ この契約及び介護保険法等の関係法令で定められていない事項については、関係法令の趣旨を尊

重して、利用者と事業者の協議により定めます。         

２  この契約書は、介護保険法に基づく施設サービスを対象としたものですので、利用者がそれ以外

のサービスを希望する場合には、別途契約するものとします。 

 

 

 

 

 

上記のとおり、施設サービスの契約を締結します。 

          年  月  日 

 

   （利用者）  住所                                           

 

              氏名                   印 (本人自署の場合は押印不要) 

                 

 

 （身元引受人）住所                                           

 

               氏名                   印 (本人自署の場合は押印不要) 

                   

 

 

 



 5 

 

 

（立会人）  住所                                           

 

              氏名                   印 (本人自署の場合は押印不要) 

              （注）「立会人」欄には、利用者本人とともに契約内容を確認し、緊急時などに利用者の立場に 

          立って事業者との連絡調整等を行える方がいる場合に記載してください。なお、立会人は、 

          契約上の法的な義務等を負うものではありません。 

   

         （事業者）  所在地       横浜市青葉区鉄町２０７５番地３            

                           事業者名      社会福祉法人  緑 成 会      

                       特別養護老人ホーム 緑の郷 

                               理 事 長   田中 實  印  

 

               

 

 


